
　　※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがあります。

① 22年度予算のあらまし　　一般会計「２号～５号補正」の概要 ② 22年度予算の執行状況　　一般会計 (平成23年 3月31日現在)

財 政 状 況 の 公 表 （22年度下半期）概要版
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繰入金 36億2,308万円

特別区交付金 28億8,962万円

財調基金積立費 90億4,073万円

教育施設等改築基金積立費 29億6,834万円

生活保護費 23億4,059万円

　補正後の一般会計予算の構成
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③ 区民の負担概況 (平成23年3月31日現在) ④ 財産の現在高 (平成23年3月31日現在) 　　　⑤ 公債の現在高 (平成22年度末現在高)

（20.4%）

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

155,756円

150,924円
108,502円

104,401円

44,071円

土 地

3,867億円

建 物

1,083億円

(17.0%)

基金とは…

積立基金と運用基金の２種

類があります。左の基金はこ

の２つの合計です。

積立基金は、家計でいうと

貯金です。災害発生時や老朽

化した施設の改築等への備え

で、３月末現在高は920億円

です。

22年度末
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公債(区債)とは…

家計でいうと住宅ローンな

どの借金です。

道路整備や学校の大規模改

修など、いくつかの世代にわ

たって利用することのできる

施設について、将来の区民の

方々にもその費用の一部を負

担していただくため、公債
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公債費等 繰越明許費繰越額及び事故繰越額を含む。
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す。

運用基金は、一定額の基金

を土地取得のために運用する

もので､200億円あります。

(50.4%) 担 ただくため、公債

(区債)を借り入れ、負担の公

平を図っています。

区民一人あたり財産現在高 93万7,319円 区民一人あたり公債現在高 2万6,996円

(17.6%)

国民健康

保険料

特別区民税 介護保険料 後期高齢者

医療保険料



　おもな新規･拡充･重点事業

 松江小学校の改築 23年度予算額　＜16億7,654万円＞

　築50年を経過し、老朽化した区立の小・中学校を改築します。その1校目にあたるものです。

 小岩図書館の新築移転準備 ＜ 2億9,842万円＞

　11万5,000点の蔵書を揃え、地域文化の拠点施設として、24年1月開設を目指し、建設を進めます。

 新川地区文化施設の建設 ＜ 6億9,500万円＞

平成23年度 当初予算の概要
※各計数は、原則として表示単位未満四捨
　五入のため、合計等に一致しないことが
　あります。

一 般 会 計

その他 101億円(4.5%)

諸収入 43億円(1.9%)

使用料及び手数料 40億円(1.8%)

特別区債 21億円(1.0%) 産業振興費 30億円(1.4%)

その他 62億円(2.7%)

・都市開発費 27億円

・公債費 21億円

・議会費 11億円

・予備費等 3億円地方消費税交付金

52億円(2 3%)

環境費

98億円(4.4%)

　新川千本桜計画に合わせ、新川の歴史を伝え、地域交流を創出する施設の建設を進めます。

 国民体育大会（東京国体）の開催準備 ＜ 4億2,784万円＞

　25年9月に開催予定の東京国体の準備として､実行委員会の設立､会場となる施設整備を行います｡

 高齢者向け優良賃貸住宅の推進 ＜ 2億1,754万円＞

 古着・古布リサイクル移動回収 ＜ 132万円＞

　区役所など18か所において、移動回収車による古着・古布の回収を行います。

 密集住宅市街地整備促進事業 ＜ 4億2,703万円＞

木造住宅が密集した地域の住環境を向上させるため 道路 公園などの整備を進めていきます

　60歳以上のひとり暮らしの方または夫婦のみの世帯を対象とした、バリアフリーや緊急時の対応
　サービスを備えた賃貸住宅の建設費などの補助を行い、高齢者の住居の安全確保を目指します。
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木造住宅が密集した地域の住環境を向上させるため、道路・公園などの整備を進めていきます。

 都市計画道路・橋梁の整備 ＜ 34億  597万円＞

　災害に強いまちをつくるため、区民生活に最も身近な都市計画道路と橋梁を整備します。
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熟年者への手当、保育所経費、医療

費助成など福祉的な給付経費
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関わる経費

物品の購入、

仕事の委託

などの消費的

性質の経費
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の社会資本形成に使わ

れる経費

国民健康保険、

介護保険など

特別会計を支
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幼稚園保育料や学
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▲区債残高

※財政調整基金、街づくり基金、

文化施設等建設基金、災害対策基金、

教育施設及び区民施設等改築基金、

減債基金の年度末合計残高

区債残高は、18年度及び19年度に繰上償還を実施したため､22年

度末で184億円まで減少しました。

〔年度〕

区の職員数は、清掃事業が移管さ

れた12年度に5,057人まで増加しまし

たが、行財政改革などにより、23年

度には3,781人となり、10年間で

1,276人減少しています。

この結果、人口千人あたり職員数

は、23区の中で2番目に少ない良好な

状況とな ています

職員数の推移 〔人〕

※各年4月1日の職員数
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主要積立基金の残高は､「財政調整基金｣への積み増しができたこ

となどにより22年度末では1,049億円になりました。

状況となっています。

〔年〕

環境促進事業団、清掃一部事務組合等の派遣職員を含む。


